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Ⅰ 生駒市教育大綱の基本的な考え方 

はじめに 

「学制」が公布されてから 150 年以上が経過しました。その間、様々な教育改革を

経て、我が国の教育は国際的にみても高い水準を達成し、高度経済成長など社会の発

展に大きく寄与してきました。一方で近年、少子高齢化・人口減少の急速な進行、新型

コロナウイルスなどの感染症や気候変動、国家間の戦争の勃発など地球規模課題の深

刻化、人工知能（AI）の急速な進化など予測困難な時代の象徴ともいうべき事態が生

じ、これまでの我が国の教育では対応できない多くの課題が浮き彫りになっています。 

このような大きな時代の転換期を迎え、私たちは今、改めて「教育とは何か」につい

て真剣に考え、従来の教育の在り方に固執すぎることなく、これからの社会変化を生

き抜くために必要な教育を実践していくことが不可欠です。 

今回の生駒市教育大綱の改定に当たり、「教育とは何か」について以下のように整理

します。 

 

憲法をはじめ多くの法律で、生存・思想・良心・言論の自由や職業選択の自由など、

すべての人が対等に自由な存在であることを理念的に保障されています。しかし、ど

れだけ法ですべての人が自由であることが保障されていても、「自ら生存する力」、「言

葉を交わす力」、「職業に就く力」などに加え、経済協力開発機構（OECD）のラーニン

グ・コンパス 2030 に明記されている「新しい価値を創造する力」、「対立やジレンマを

克服する力」、「責任ある行動をとる力」など、それぞれ個人が実際に自由になるため

の力を得ることができなければ、法で保障された自由は実態を伴わないものになって

しまいます。 

教育は、すべての人が生きたいように生きられる、生きる道を選択できる自由な存

在たりうるよう、必要な力を育むことで、法で理念的に保障されている各人の自由を

実質的に保障するものです。また、教育によって育まれるべき力は、読み書き計算を

はじめとするいわゆる学力だけではありません。人が自由に生きるためには、他者の

生きたいように生きられる自由もまた認めた上で、調整し合うことができなければな

りません。したがって、教育は、子どものうちから、他者の自由を認める感度もまた重

要な力として育んでいく必要があります。 
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教育が自由を実質的に保障する存在であることと表裏一体の関係にあるのが、教育

基本法第 1 条の教育の目的にもあるように、国民一人ひとりが地域や社会・制度を創

るのは自分自身であるという主権者としての責任を自覚し、責任を果たすために必要

な知識や能力を身につける存在としての教育です。変化のスピードが速く、不確実性

が高い時代だからこそ、一人ひとりが地域や社会・制度、地球規模の課題などについ

て学び、意見や提案を表明し、行動を起こすことにより、変革や新たな挑戦を前に進

める大きな推進力が生まれます。 

また、デジタル技術が普及した現在、そして未来は、国の方向性や制度の見直し、地

域づくりなどに、直接参画できる機会や手段が生まれる時代でもあります。だからこ

そ、一人ひとりが当事者意識を持ち、それぞれの置かれた状況、条件、能力に応じた責

務を果たせるような社会を、教育を通じて実現します。 

ラーニング・コンパス 2030 でも教育のゴールとして、「個人そして社会全体のウェ

ルビーイング」を位置付けています。自分だけでなく他者も、個人だけでなく社会の

自由や幸せを実現できる人を育てるため、教育の役割はますます大きくなっています。 

 

また、しばしば議論の対象となる平等・公正と競争についても示します。 

教育の機会均等は、どうしても守らなければならない平等といえます。また、義務

教育が終わる時点で、すべての子どもたちが、学習指導要領で定める一定以上の学力

や、他者の自由を認める感度を身に付けておく必要があります。一方で、障がいや病

気などにより十分な知識や能力を育んでいくことが難しいケースもあります。その場

合は、多様な教育の機会を設けることに加えて、福祉施策と連携し、そうした子ども

たちを支える必要があります。近年、不登校児童生徒の数は増えていますが、学校を

楽しく通い、学ぶことのできる場所にすることはもちろんのこと、学校の教室以外に

多様な学びと成長の場を創り、「不登校」という概念をなくすための具体的な取組も大

切です。同時に、特定の分野に強い興味を持ち、特別な才能を持つ人を伸ばしていく

教育もこれまでは不十分でした。それぞれの子どもたちの置かれた状況、興味関心、

能力に応じた学び方を多様に変えていくことが必要であり、すべてを同じにすること

が教育の平等ではありません。 

つまり、義務教育の入口における教育の機会均等と出口における最低限の力の獲得

保障を達成するためであれば、そのための方法は多様であるべきです。また、他方で

は、そのことが保障され、競い合いを通して互いに高め合う過程を大切にするととも

に相手を尊重できれば、競争も肯定されるべきです。 
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第３次教育大綱を策定するにあたり、数多くのワークショップを実施しました。教

育に携わる幼稚園教諭・保育士、小中学校の教職員をはじめ、中学校生徒会や学童指

導員、教育委員、社会教育委員、教育委員会事務局の各課の職員など、これからの教育

について語り合いました。また、保護者、小中学生にはアンケートを行いました。その

中でも、自主性・主体性を育むことや、多様性を尊重することが大切という意見が多

く、これまで述べてきたような教育の原理を、多くの人が暗黙のうちに共有・認識し

ていることが分かりました。 

本大綱では、前述した教育についての整理に基づき、いただいた多くの意見も踏ま

えながら、生駒市としての教育に対するもっとも重要な原理原則となる考え方や基本

的な取組方針を示しました。 

 

以下で、第３次生駒市教育大綱の詳細について示します。 

 

 

 

憲法

すべての市民が対等に自由な存在であることを理念的に保障

・生存権

・思想・良心の自由

・言論の自由

・職業選択の自由 など

教育

憲法で規定された自由の権利を実質的に保障する役目を担う

すべての子どもたちに自由の相互承認の感度を育むことを土台

に、自由に生きるための力を育む

就学前教育、学校教育だけでは不足する他者の自由を認める

感度の育成について、社会教育が様々な機会を用意し、連携す

ることで補完する

・自ら生存する力

・言葉を交わす力

・職業に就く力

・新しい価値を創造する力

・対立やジレンマを克服する力

・責任ある行動をとる力 など

福祉

貧困や障がいなど、教育だけでは十分に自由を実質化できな

い場合、福祉行政によってすべての人の自由を保障する

自
由
を
理
念
的
に
保
障

自
由
を
実
質
的
に
保
障

教
育
大
綱
の
記
載
範
囲
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１ 生駒市教育大綱の位置付けと期間 

生駒市の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱（以下「教育大綱」

といいます。）は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第１条の３の規定に

基づき、総合教育会議での協議を経て、市長が策定するもので、本市の教育行政の根

本となる方針と位置付けるものです。 

前大綱を策定した令和２年６月から４年が経過し、推進期間が満了を迎えることか

ら、社会情勢等の変化や新たな教育課題等に対応していくため、基本理念、基本方針

等において改訂を行うものです。本大綱は、策定の日から４年間をもって改訂の区切

りとしますが、随時見直しの機会を確保します。 

 
２ 生駒市教育大綱・４つの特色  

生駒市教育大綱の特色は以下の４つです。 

（１）関係者や市民の「協創」による策定  

総合教育会議において徹底的な議論を行ったほか、特に重点的に推進すべき分野

について、学校現場や社会教育機関などの子どもを含む関係者からの意見聴取や、

ワークショップ、パブリックコメントの実施など、みんなでつくる教育大綱をコン

セプトに「協創(※１)」の考え方に基づいた策定プロセスを採りました。 
 
（２）マニフェストや総合計画などとの整合性の確保と効果的な連携  

市長の施政方針やマニフェストを踏まえ、また、総合計画や他の関係する計画と

の整合性の確保・積極的な連携を図ることにより、学校教育はもちろん、社会教育、

子育て・就学前教育など、幅広い学びの分野を考慮しながら、人、地域、そしてそれ

らを取り巻く環境という視点と実効性を持つ教育大綱としました。 
 

（３）地域力を最大限生かした教育によるまちづくり  

これから市の教育を支えていくためには、行政だけではなく、さらなる地域力の

活用が必要不可欠であり、教育のすべての分野において、地域力を最大限生かした

取組を進めることによって、生駒の「まち」のさらなる活性化につなげていきます。 
 

（４）第２次生駒市教育大綱を踏まえつつ、４年間で実現すべき新たな方向性を整理  

令和２年に策定した第２次生駒市教育大綱における推進状況を踏まえ、中長期的

視点を維持しつつ、社会情勢等の変化や新たな教育課題に対応した方向性を再度整

理しました。 
 
 (※１)協創：多様な主体が緩やかにネットワークを形成し、互いが共有できる価値や解決策を想像する

こと。 
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３ 教育大綱と他の計画との関係  

教育大綱は、前述の４つの特色を前提に、「基本理念」「基本方針」から成り立ち、

「Ⅲ 教育大綱策定後の進行管理」によって、実効性を担保しています。 

また、本市のまちづくりの指針であり、行政運営のプランである第６次生駒市総合計

画第２期基本計画の中にも教育に関する分野ついて記載しています。総合計画は市の最

上位計画であり、まちづくりを分野別に示したもの、教育大綱は本市の教育行政の根本

となる方針であり、基本的には学びに関する計画という整理をした上で、市長マニフェ

ストも意識した内容にしています。 

個別具体の施策については、教育に関係する各種計画に位置付けられている具体的

な事業・施策を中心に、教育大綱の基本方針に定めた内容を毎年度具体化し、社会変

化に適切に対応していきます。（以下、これらの具体的な事業・施策のことを「アクシ

ョンプラン」といいます。） 

 

市長マニフェスト 

 

・教育課題 

・教育ニーズ 

  
 
 
 
 
 
 
（※2）教育に関係する各種計画（教育委員会事務局が所管するもの） 

方針・計画名 所管課 策定年月 根拠法令等 計画期間 内容 

生駒市学校教育の

目標 
教育指導課 毎年度 

教育委員会におい

て策定 
１年 

生駒市が目指す子ども像、重点目標、

目標実現に向けた取組を提示する。 

生駒市社会教育基

本方針及び重点目

標 

生涯学習課 毎年度 
社会教育委員会議

において策定 
１年 

教育大綱の基本方針を基に成果を検

証し、社会教育の基本方針及び重点

目標を定め、施策を推進する。 

生駒市スポーツ推進

計画 

ス ポ ー ツ 振

興課 
R６年３月 

スポーツ基本法第

１０条 
１０年 

市のスポーツに関する施策を総合的

に推進するための目標と目標達成の

ための方針を示す。 

生駒市子ども読書

活動推進計画 
図書館 H１７年３月 

子どもの読書活動

の推進に関する法

律第９条 

H17～ 

「伝えよう、どきどき、わくわくを！」

を合言葉に、家庭・地域・学校が連携

して読書環境の整備を進める。 

生駒市子ども・子育

て支援事業計画 

子育て支援

総 合 セ ン タ

ー 

R２年３月 
子ども・子育て支

援法第６１条 
５年 

教育・保育及び地域子ども・子育て支

援事業を総合的、計画的に推進する。 

生駒市通学路交通

安全プログラム 
教育総務課 H２６年４月 

（文部科学省から

の通知による） 
― 

関係機関の連携体制を構築し、通学

路の安全確保に向けた取組を実施す

る。 

 
生駒市総合計画 

・基本構想 

・基本計画 

（行政運営のプラン） 

 

  

生駒市教育大綱 

・基本理念 

・基本方針 

具体的な事業・施策（アクションプラン） 

●ＰＤＣＡサイクルによる進行管理（毎年度見直し） 

教育に関係する 

各種計画（※2） 
教育に関する分野 
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Ⅱ 生駒市の教育に関する基本的な方向性 

１ 基本理念  

 
 

 
 

今、社会が大きく変動し、多様化が進んでいます。 

将来の予測が困難な時代にあって、学びの自由を尊重し、誰一人取り残さない、

置き去りにしないことを根幹に据えながら、自分たちの地域・社会・コミュニティ

は自分たちでつくるという主体性を確立するためには、教育の基本である、「信頼

して・任せて・支える」ことを改めて大切にしなければなりません。その上で、学

びを通じた「人づくり、つながりづくり、地域づくり」によって、一人ひとりの自

律、尊重、創造、対話が進み、社会の変化を恐れず、むしろワクワクする挑戦の機

会ととらえることで人生をより楽しむことができます。 

自分らしく「遊ぶ」とは、目的にとらわれず、自由に発想し、行動し、おおいに

日々を「楽しむ」こと。 

自分らしく「学ぶ」とは、生涯を通して、ライフステージに応じて、知り、経験

し、成長し続けることを「楽しむ」こと。 

自分らしく「生きる」とは、遊び、学び、人や地域との関わりやつながりを通し

て、自らの居場所を見つけ人生を「楽しむ」こと。 

そのような市民の毎日が、ますます素敵な「いこまびと(※３)」を育て、ひいて

は、自分らしく輝けるステージ「いこま」、大きく羽ばたいた後にもいつかは戻って

きたくなるまち「いこま」を創り、誰もが活躍できる楽しく豊かな未来へとつなが

っていくのです。 

 
(※３)いこまびと：生駒を愛し、「共同・協同・協働」や「自立・自律」ができる人。互いに認め

合い、人を思いやる豊かな心と、国際化の時代に対応できる力を持ち、社会で

生き抜く人。 

         平成２７年１０月及び１１月に開催したワークショップでは、「こんな人になり

たい」「こんな人でありたい」と思う生駒市民のことを「いこまびと」と表現し、

「いこまびと」を目指して、どう学び合えばよいのか等グループ討議を行った。 
 

自分らしく「遊ぼう」「学ぼう」「生きよう」 
みんなでいこまを楽しもう 
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２ 基本方針  

 
 
 

１ あらゆる世代の主体的な学びの推進 

○ 子どもたち一人ひとりが、自分のペースで自分に合った学び方を選択し、必要に応

じて必要な人と共に学び合えるような授業づくりを推進します。また、様々な個性

や特性を持ったすべての子どもたちが孤立感を覚えることなく、安心して個別最適

な学びに向かえるよう、学級ではもちろん、時に学年を超えて学び合えるような心

理的安全性の高い学校づくりを推進します。 

○ 探究学習をカリキュラムに組み入れ、自分なりの問いを立て、自分なりの仕方で、

自分なりの答えにたどり着く、子どもたちの自己決定を尊重し、大学・企業・地域

団体等の多様な担い手の力を借りながら、子どもたちが授業や地域活動に主体的に

参加する機会を増やすことで、自ら課題発見・解決し協働しながら新しいものを創

造していく力を育みます。 

○ 子どもたちの「得意」や「好き」な分野で様々な学びができる機会を充実し、人生

やキャリアを意識しながら不確実性の時代においても自分らしく輝きながら生き

抜く力を育てます。 

○ 保護者のニーズや社会の変化も踏まえながら、一人ひとりに寄り添った保育と豊か

な体験活動の実施等、就学前教育・保育の充実に取り組みます。 

○ 「遊び」を通して創造的な「学び」につなぐ就学前教育の充実に向けた取組を進め

るとともに、幼稚園・保育所・こども園・小学校がつながって、幼児期の教育から

小学校教育への円滑な接続を目指します。 

○ デジタル・ネイティブ世代と言われる子どもたちはもちろん、あらゆる世代の市民

一人ひとりが、責任ある市民としてデジタル技術を積極活用しながら社会参画する

ための能力習得を支援します。 

○ 社会を大きく変えうる技術革新が急速に起こっている社会背景を踏まえ、学校教育

においては、各教科の知識や考え方を教科の枠にとらわれず横断的に学習する取組

を推進します。 

○ 子どもたちが社会に出る頃には、AI が私たちの日常生活により深く浸透している

ことを想定し、子どもたちと教職員が AI を活用し学びを豊かにすることに加え、

AI そのものの基本原理や個人・社会への影響について学ぶことも推進します。 

２ 多様性を認識・尊重し行動できる態度の養成 

○ 一人ひとりの子どもをありのまま受け入れ、子どもたちを信頼・承認し、大切にす

ること、また、子どもたちに挑戦、活躍、貢献の機会を与えることで自己肯定感を

高めます。 

○ 自らを承認し、他者を承認し、他者からの承認を得られるよう、相互承認の感度を

基本方針１ 主体的に楽しく学ぶ人であるために 
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育みます。 

○ 子どもたちのコミュニケーション能力を育むため、教職員・家庭・地域が協働し、

多様な人間関係を育めるような学校園づくりを進めます。 

○ 学校生活や地域において、自ら課題を見つけ、対応案を考えて提案し、周りの理解

や協力を得ながらそれを具体化するなど、主体性を育む取組を進めます。 

○ 国籍、LGBTQ、障がいの有無、不登校など、一人ひとりの個性や多様性を理解・尊重

する学びを大切にし、いじめを決して許さない学校づくりをはじめ、子どもたち一

人ひとりが生命の大切さを学ぶ具体的な機会を確保します。また、トラブルに対応

する力を高める心の教育を重視し、相手を尊重することで自分たちで解決していく

力を育成します。 

○ 障がいの有無にかかわらず、全ての子どもたちが共に過ごすためのインクルーシブ

な場や機会と、一人ひとりに応じたきめ細かな配慮を両輪とした教育を進めます。 

 

 

 

 

１ 学びをきっかけとした市民同士の交流や新たな活躍の機会づくり 

○ 障がいの有無や国籍、年齢、置かれた状況に関係なくすべての市民が自分らしく活

躍できるよう、自ら学びたいときに学び、新たな知識や情報を得るなど、主体的な

学びを通して自己実現や他者とのつながりを得られる機会の充実を図ります。 

○ 市民が自身の得意分野や知識を生かして地域で活躍できるよう、市民同士が教え合

い、学び合う場づくりを市民との協働で進めます。 

○ 本を通したコミュニティをつくり市民のネットワークを構築するため、図書館をま

ちづくりの拠点とし誰もが学べる機会を設け、人と本、人と人が出会える場を創出

します。 

○ 市民が芸術に触れる機会や文化芸術活動の成果を発表する機会を広げるとともに、

「音楽のまち生駒」の推進など市民との協働による取組を通して文化の担い手を拡

充します。 

○ 本市の伝統文化や歴史について学ぶ機会を提供するとともに、調査研究の成果等を

通して幅広い世代の市民が地域への愛着を深められる取組を進めます。 

○ 子どもから高齢者、障がい者などあらゆる市民が、興味、目的に応じて、スポーツ

を楽しむことができるように、それぞれのライフスタイル・ライフステージにあっ

たスポーツを楽しめる機会・環境をつくります。 

○ 子どもたちが、将来にわたりスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむ機会を確保

するため、学校部活動の地域移行を見据え、新たな地域クラブ活動の推進や実施主

体の活動支援等を行います。 

○ 前述した文化・歴史・スポーツ・読書などの活動を通じて、市民一人ひとりが個性

基本方針２ つながりを通して楽しく学べる地域であるために 
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を生かした役割を持って、まちづくりや地域づくりで活躍できるような取組を具体

化します。 

２ 市民同士がゆるやかにつながり、学び、支え合える基盤づくり 

○ 様々な学びを通じて「人づくり･つながりづくり･生きがいづくり」を実現するほか、

地域課題への関心を高め、地域づくりへの意識を醸成します。 

○ 地域学校協働活動や市民自治協議会、自治会による「複合型コミュニティ（まちの

えき）」等と連携し、学校や地域を拠点とした市民同士の学び合いや居場所づくり

とともに、親子と地域とのつながりづくりを進めます。 

○ 子どもたちが安心して成長できるよう、家庭・地域・学校園・事業者・行政が連携

し、地域全体で子どもを見守り、育む土壌を育てます。 

○ 家庭・地域・学校園の連携により、子どもたちがより多くの社会的経験を積み、様々

な体験ができる活動を通じて豊かな成長を育むことができるよう、地域とともにあ

る学校園づくりを進めます。 

○ 子どもたちが自ら本に手を伸ばし、読書の楽しさを共有できるよう、子どもの読書

推進に取り組むため、家庭・地域・学校園の連携を強化します。 

○ 学校部活動の地域移行の気運を活かし、スポーツをはじめ文化活動など、市内の総

合型地域スポーツクラブや文化団体、教育機関などとの連携を強化します。 

 

 
 
 

１ 「楽しい学校園づくり」のための学校園運営体制の整備 

○ 子どもたち・教職員にとって学校園がより楽しいと感じられるよう、対話を通じて、

安心と挑戦との両方を具体化できる学校園づくりを進めます。 

○ 教職員にとって働きがいがあり、社会変化に応じたスキルや力を身につける機会を

確保するためにも、教職員の働き方改革に取り組み、指導・運営体制の充実やデジ

タル化などの業務改善に取り組みます。 

○ 多様な働き方を選択できるよう柔軟な制度運用を通して、慢性的な講師不足、教職

員のなり手不足解消に向けた取組を進めます。 

２ 子どもたちの新たな学びを創出する環境整備 

○ 学校園の整備に当たっては、地域の関係者や他学年との交流のしやすさ等、地域に

開かれ、子どもたちをはじめとする利用者が時間や空間の制約を超え多様な人たち

と多様な人間関係を豊かにつくっていけるような観点と、子どもたちや教職員が安

心しリラックスできる安全性の確保の観点との両方を確保します。 

○ 楽しく通い、学ぶことのできる学校環境を創ることはもちろんのこと、学校に通う

基本方針３ 多様な学びを支える環境づくりのために 
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ことが難しい児童生徒が通学する学校の教室以外の場所でも安心して学べるよう、

子どもたちにとって居心地がよく、成長できる多様な環境・場づくりを進めます。 

○ 多様化する学童保育ニーズに対応するため、指導員確保などによる体制づくりや、

知識や能力の向上のための人材育成を含めた学童保育環境の整備を進めるととも

に、民間事業者による学童保育事業への参入など、保護者や子どもたちのニーズに

対応できる環境整備を促進します。 

○ 待機児童解消を継続し、多様化する保護者ニーズに応えるために、保育所の整備や

新たなサービスの検討、公私連携幼保連携型認定こども園への移行を計画的に進め

ます。 

○ 家庭教育の重要性を認識すると同時に、家庭間の経済格差など、子どもたちの置か

れた状況にかかわらず学びを進めることができるよう、これまで以上に教育部局と

福祉部局とが連携し、地域共生社会の中での教育の役割や在り方について検討し、

具体化します。 

３ すべての市民が安心して学び成長できるための環境整備 

○ 市民の生涯学習やスポーツ活動の拠点となる各施設の整備に当たっては、多様化す

る利用者ニーズを踏まえ、地域活動の活性化につながるような管理方法や施設全体

のあり方を検討します。 

○ 市民が郷土の歴史を通してまちへの誇りや関心を高められるよう、市内に存在する

文化財の保存を進めるとともに、歴史学習への活用や積極的な情報発信を行います。 

○ 様々な生きづらさや困難を抱える子ども・若者が自分のペースで学び、成長しなが

ら自己有用感を持って社会生活を送ることができるよう、安心して過ごせる居場所

の確保も含め、相談・支援体制の充実を図ります。 

○ 子育てや家庭での心配ごとについて、気軽に相談できる機会やこども自らが相談で

きる環境を整備し、児童虐待などを未然に防止するとともに、家庭教育の重要性を

啓発し、支援を進めます。 

 
 
Ⅲ 教育大綱の進行管理 

生駒市教育大綱については、４年に１回の改訂としていますが、毎年度策定するア

クションプランについては、実行と改善を絶えず繰り返し、実効性を担保したシステ

ムとします。また、教育大綱策定の趣旨を広く周知する機会を設定するとともに、基

本理念や基本方針に込めた想いを、よりそれぞれの事業に反映できるようアクション

プランをはじめとした取組を進めて行きます。 

なお、外部評価については、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の

規定に基づき、教育委員会の権限に属する事務の管理執行状況について、学識経験者

による点検・評価を行うこととなっており、これを活用して行うものとします。 


